
 

 

用語-1 

 

 

あ行 

●空き家バンク制度 

空き家の賃貸・売却の希望者から申込みを

受けた情報を空き家の利⽤希望者に紹介する

制度。 

●いこまいＣＡＲ 

  市⺠の市内移動の交通⼿段として、市が運

⾏しているタクシーを利⽤した交通サービス。 

●医療施設 

  本計画における医療施設は、「都市構造の

評価に関するハンドブック（平成 26 年８⽉ 

国⼟交通省）」に基づき、病院及び診療所を

対象とする。 

●ＮＰＯ 

「Non-Profit Organization」または「No

t-for-Profit Organization」の略称で、様々

な社会貢献活動を⾏い、団体の構成員に対し、

収益を分配することを⽬的としない団体の総

称。 

●温室効果ガス 

太陽からの熱を⼤気中に維持し、地表を暖

める働きがある⼆酸化炭素、メタン、⼀酸化

⼆窒素などの総称。 
 

か行 

●学習等供⽤施設 

学習室、保育室、集会室、休養室を有し、

個⼈の学習、保育、団体の集会などに利⽤す

る施設。 

●合併処理浄化槽 

  ⽣活雑排⽔とし尿とをあわせ処理する浄化
槽のこと。し尿のみを処理する単独処理浄化
槽に⽐べて、⽔質汚濁物質の削減効果が⼤き
い。 

 

 

●観光⼊込客数 

観光レクリェーション資源・施設における

利⽤者数（観光⼊込客数）をまとめた統計。

各地域内での観光レクリェーション活動の発

⽣量の⽬安となる。 

●官⺠連携 

これまで⾏政が担っていた公共サービスに

ついて、積極的に⺠間と協働し、⺠間の資本

やノウハウの活⽤を進めること。 

●義務的経費 

任意に削減できない極めて硬直性が強い経

費で、⼈件費（職員の給与など）、扶助費及

び公債費（地⽅債の元利償還⾦など）がある。 

●緊急輸送道路 

地震直後から発⽣する緊急輸送を円滑に⾏

うため、⾼速⾃動⾞国道、⼀般国道及びこれ

らを連絡する幹線道路と知事が指定する防災

拠点を相互に連絡する道路。 

●区域区分 

無秩序な市街地の拡⼤による環境悪化の防

⽌、計画的な公共施設整備による良好な市街

地の形成などの観点から、都市計画区域を「市

街化を促進する区域（市街化区域）と、「市

街化を抑制する区域（市街化調整区域）」に

区分すること。 

●兼業農家 

世帯員のうちに兼業従事者が⼀⼈以上いる

農家。なお、農業所得を主とするものを第１

種兼業農家、農業所得を従とするものを第２

種兼業農家という。 

●公園緑地等のカバー圏 

公園緑地等（都市公園、児童遊園など）か

ら⼀定の距離の中に含まれる範囲を⽰す。⼀

⽤語解説  



 

 

用語-2 

定の距離は、公園緑地等の規模別に、従来の

都市公園法施⾏令に規定されていた誘致距離

を参考に設定した。 

●交通結節点 

異なる交通⼿段を相互に連絡する乗り換

え・乗り継ぎ施設。具体的な施設としては、

鉄道駅、バスターミナル、⾃由通路や階段、

駅前広場やバス交通広場、歩道などが挙げら

れる。 

●⾼齢化率 

総⼈⼝に占める 65 歳以上⼈⼝の割合。 

●⼦育て⽀援センター 

⼦育て家庭などに対して、親⼦同⼠のふれ

あいの場であるサロンの提供、育児不安など

に対する相談・助⾔、⼦育てサークルなどの

育成・⽀援、各種教室や⼦育て講習会などの

開催及び⼦育てに関する情報誌の発⾏を⾏う

⽀援センター。 

●コンパクト・プラス・ネットワーク 

⼈⼝減少や⾼齢化が進む中にあっても、地

域の活⼒を維持するとともに、医療・福祉・

商業などの⽣活サービス機能を確保し、市⺠

が安⼼して暮らせる、持続可能な都市経営を

実現できるよう、関係施策間で連携しながら、

都市のコンパクト化と拠点間の交通ネットワ

ークを形成すること。 

 

さ行 

●財政⼒指数 

地⽅⾃治体の財政⼒を⽰す指数で、標準的

な⾏政運営に必要な⼀般財源を、市税などの

収⼊でどの程度まかなえるかを表す。この指

数が⾼いほど、財源に余裕があるといえる。

なお、１を超える団体は、普通交付税の交付

を受けない。 

●三⼤都市圏 

三⼤都市圏は、東京都、千葉県、埼⽟県、

神奈川県、愛知県、岐⾩県、三重県、⼤阪府、

京都府、兵庫県に含まれるすべての市町村。 

●市街化区域 

都市計画区域のうち、既に市街地が形成さ

れている区域と、概ね 10 年以内に優先的か

つ計画的に市街化を図る区域。⽤途地域など

を定め、秩序ある市街地形成を図るとともに、

市街化を促進する都市施設を定め、市街地開

発事業などによって整備、開発を積極的に進

めるべき区域とされている。 

●市街化調整区域 

都市計画区域のうち、「市街化を抑制すべ

き区域」。市街化調整区域内では、原則とし

て、農林漁業⽤の建物などを除き開発⾏為は

許可されず、また⽤途地域を定めないことと

され、市街化を促進する都市施設も定めない

ものとされている。 

●⾃給的農家 

経営耕地⾯積 30ａ 未満かつ農産物販売⾦

額が年間 50 万円未満の農家。 

●⾃主財源 

市が⾃らの権限で収⼊することができる財

源で、主なものは市税。その他には、分担⾦・

負担⾦や使⽤料、⼿数料、諸収⼊などがある。 

●市⺠緑地制度 

市⺠緑地とは、都市内に緑とオープンスペ

ースを確保し、住⺠の利⽤に供するために設

置・管理される緑地をいう。市⺠緑地制度に

は、⼟地所有者などが地⽅公共団体と契約を

締結して設置管理する市⺠緑地契約制度と、

⺠間主体が市区町村⻑による認定を受け、市

⺠緑地設置管理計画に基づいて設置管理する

市⺠緑地認定制度がある。 
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●準⽤河川 

河川法の規定の⼀部を準⽤し、市町村⻑が

管理する河川。 

●条例公園 

「江南市都市公園条例」において定められ

ている公園。 

●⼈⼝集中地区（ＤＩＤ） 

国勢調査時において、原則として⼈⼝密度

が１ｋ㎡当たり 4,000 ⼈以上の基本単位区

などが市区町村の境域内で互いに隣接して、

5,000 ⼈以上を有する地域。 

●親⽔施設 

⽔や川に触れることで、⽔や川に対する親

しみを深めることができる施設。 

●診療所 

  診療所は 19 床以下の病床を有する、医業

を⾏うための施設。 

●⽣産緑地地区 

市街化区域内の農地などのうち、公害や災

害の防⽌など良好な⽣活環境の確保に効果が

あり、公園・緑地など公共施設等の敷地に適

している 500 ㎡以上の⼟地を指定し、農林漁

業との調和を図りつつ良好な都市環境の形成

を図るもの。 

●スプロール 

市街地が無計画に郊外に拡⼤し、無秩序な

市街地を形成すること。 

●総世帯数 

国勢調査における、「⼀般世帯」と「施設

等の世帯」を合計した世帯数。 
 

た行 

●第１次産業 

就業者の事業所の主な事業の種類によって

分類したものであり、第１次産業は農業、林

業、漁業が分類される。また、第２次産業は

鉱業、製造業、建設業等が分類されるほか、

第３次産業は卸売業、⼩売業、サービス業、

公務等が分類される。 

●地域資源 

地域に存在する産地の技術、農林⽔産品、

観光資源といった地域の特徴ある産業資源。 

●都市基盤施設 

道路、公園、排⽔施設及び供給施設などの

都市活動に必要な基盤施設のこと。 

●都市計画区域 

都市計画を策定する場となる都市の範囲で

あり、都⼼の市街地から効外の農地や⼭林の

ある⽥園地域に⾄るまで、⼈やモノの動き、

都市の発展を⾒通し、地形などからみて、⼀

体の都市として捉える必要がある区域。 

●都市計画道路 

都市施設の⼀種として都市計画に定められ

る道路。⾃動⾞専⽤道路、幹線道路、区画街

路、特殊街路の４種類がある。 

●都市公園 

都市の防災性向上や良好な都市環境の提供、

市⺠活動の場の形成などを図るため、国また

は地⽅公共団体が設置する公園・緑地。 

●都市のスポンジ化 

都市の内部において、空き地・空き家など

の低未利⽤の空間が、ランダムに広がり、全

体として⼈⼝密度が下がっていく現象。 

●都市緑地 

主として都市の⾃然的環境の保全並びに改

善、都市の景観の向上を図るために設けられ

ている緑地。 

●⼟地区画整理事業 

都市計画区域内の⼟地について、公共施設

の整備改善及び宅地利⽤の増進を図るために
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⾏われる⼟地の区画形質の変更や公共施設の

新設または変更に関する事業。 

●徒歩圏⼈⼝カバー率 

各施設の圏域（半径 800ｍ、半径１km）

に含まれる⼈⼝ ÷ 市全域の⼈⼝。 

 

な行 

●南海トラフ地震防災対策推進地域 

南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進

に関する特別措置法に基づき、国の中央防災

会議により指定された地域。（本市を含め愛

知県下全市町村が指定されている） 

●内⽔氾濫 

市街地に降った⾬の量が処理能⼒を超えて

地域内にあふれる状態のこと。 

●⼆次林 

伐採や災害などによって森林が破壊された

後、⾃然的または⼈為的に再⽣した森林。 

●認可外保育施設 

乳児または幼児を保育することを⽬的とす

る施設であり、都道府県知事、政令指定都市の

市⻑または中核市の市⻑の認可を受けていな

い（または認可を取り消された）施設の総称。 

 

は行 

●ＰＰＰ 

  Public Private Partnership の略。公共サ

ービスの提供に⺠間が参画する⼿法を幅広く

捉えた概念で、⺠間資本や⺠間のノウハウを

利⽤し、効率化や公共サービスの向上をめざ

すもの。 

●病院 

  病院は 20 床以上の病床を有する、医業を

⾏うための施設。 

 

●バリアフリー 

障害者や⾼齢者が、⽣活するうえで⽀障と

なる物理的な障壁や意識上の障壁を取り除く

こと。また障壁が取り除かれた状態。 

●福祉施設 

本計画における福祉施設は、「都市構造の

評価に関するハンドブック（平成 26 年８⽉ 

国⼟交通省）」に基づき、通所系施設、訪問

系施設、⼩規模多機能施設を対象とする。 

●扶助費 

社会保障制度の⼀環として、⽣活困窮者、

⾼齢者、児童、⼼⾝障害者などに対して⾏っ

ている様々な⽀援に要する経費。 
 

ま行 

●みどり法⼈制度 

ＮＰＯなどの法⼈や⺠間会社による⾃発的

な緑地の保全・緑化の推進を図るため、市町

村が、緑の担い⼿となる法⼈や⺠間会社を緑

地保全・緑化推進法⼈（みどり法⼈）に指定

する制度。 

 

や行 

●優先的に通⾏を確保する道路 

「江南市耐震改修促進計画」において、優

先的に通⾏を確保する道路として位置づけら

れた道路。 

●ユニバーサルデザイン 

障害の有無、年齢、性別、⼈種などにかか

わらず多様な⼈々が利⽤しやすいよう都市や

⽣活環境をデザインする考え⽅。 

障壁を取り除くことをバリアフリーという

のに対し、はじめから障壁を作らないという

考え⽅がユニバーサルデザイン。 
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ら行 

●流出⼈⼝ 

国勢調査における通勤・通学の流動におい

て、常住地が江南市で通勤・通学先が他市町

である⼈⼝。 

●流⼊⼈⼝ 

国勢調査における通勤・通学の流動におい

て、常住地が他市町で、通勤・通学先が江南

市内である⼈⼝。 

●緑化重点地区 

緑の基本計画のなかで、「重点的に緑化の

推進に配慮を加えるべき地区」として定める

地区。駅前など都市のシンボルとなる地区や

緑化の推進に関し住⺠意識が⾼い地区などに

設定する。 

●緑化地域制度 

緑が不⾜している市街地などを対象に、都

市計画の地域地区である「緑化地域」に指定

し、⼀定規模以上の建築物の新築・増築を⾏

う場合に、敷地⾯積の⼀定割合以上の緑化を

義務づける制度。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


	0.表紙・目次【都市マス・緑マス】190307
	01 原稿案20190307
	序章_都市計画ＭＰについて190306
	第１章_現況と課題190306
	第１章_①上位関連計画等190306
	第１章_②現況整理190306
	第１章_③現況整理（検証・意向）190306
	第１章_④都市づくりの課題190306

	第２章_基本理念・目標190306
	第３章_都市づくりの方針190306
	第４章_1.地域区分190306
	第４章_2.地域別構想（北東部地域）190306
	第４章_3.地域別構想（北西部地域）190306
	第４章_4.地域別構想（中部地域）190306
	第４章_5.地域別構想（南部地域）190306
	緑マス】190307 - コピー
	第－章_巻末資料190306
	裏
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ



